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ヵ国１地域を加えた大メコン圏（Greater Mekong Subregion: GMS）ないしはメコン地域を呼











１．CLMV 諸国の ASEAN と比較した経済概況 
 各国の経済状況をみてみることとしたい。表１は、ASEAN10 ヵ国の 2009 年時点での１人
当り GDP、GDP、人口、面積を示したものである。表の１番右側の列の１人当たり GDP でみ
ると、現時点でシンガポールが３万 6,631 ドルと、ASEAN では最も高く、現時点ですでに日
本を上回っている。続いてブルネイが３万 4,827 ドルであるが、その次のマレーシアは 6,822
ドルと上位２ヵ国と比べると、５分の１の水準で、その差は随分と大きい。タイが 3,951 ドル、
インドネシアが 2,362 ドル、フィリピンが 1,750 ドルとなる。こうしてみていくと、CLMV 諸
国の所得水準は、ベトナムが 1,104 ドルとわずかに 1,000 ドルを超えているものの、その他３
ヵ国はいずれも 1,000 ドル未満である。シンガポールが３万ドルを超えているのに対し、ミャ
ンマーはわずか 419 ドルに過ぎない。実は、この４カ国は ASEAN に加盟したのが、1990 年
代に加盟した国々で、ベトナム、カンボジア、ラオスは 1960 年代および 1970 年代は紛争が絶
えなかった地域でもある。カンボジアに至っては内戦が終結したのが 1991 年であった。加え
て、これらの国々は経済が社会主義ないし計画経済体制に基づいて運営されてきた経緯があり、
市場経済化への移行が始まったのがラオスとベトナムが 1986 年、ミャンマーが 1988 年であっ
た。このような歴史的経緯が、先発ASEAN諸国との経済格差が生ずる一因であったと言える。 
 GDP についてみると、その水準が最も大きいのは 2.3 億人の人口を擁するインドネシアで、
タイ、マレーシア、シンガポール、フィリピンと続く。他方、CLMV４ヵ国の水準は１人当り
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超える人口を擁するにもかかわらず、人口が 500 万人に満たないシンガポールの GDP の約半
分程度に過ぎない。ところが、人口や面積でみると、状況は少し変わってくる。ベトナムの人
















カンボジア  181,035  14.96  10.4  693 
ラオス  236,800  5.92  5.6  942 
ミャンマー  676,577  59.53  25.0  419 
ベトナム  331,051  92.23  96.3  1,104 
タイ  513,120  66.90  264.3  3,951 
ブルネイ  5,765  0.41  14.2  34,827 
インドネシア  1,860,360  231.37  546.5  2,362 
マレーシア  330,252  28.13  193.1  6,822 
フィリピン  300,000  92.23  161.4  1,750 



















２．先発 ASEAN 諸国の経験 
 ここでは、CLMV 諸国の各拠点開発を進めていくうえでの条件を考えてみたい。CLMV 諸
国を考える前に、シンガポールやマレーシアやタイ、フィリピン、そしてインドネシアなど先





























 これらは ASEAN 先発国の経験に基づいたことであるが、ここで言ったような大都市は、労
働力の調達と市場規模の面で、好都合である。これに港湾へのアクセスがいいと、輸出入の面
でさらに有利となる。さらに、こうした条件へのプラス・アルファとして、先発 ASEAN の国々
















































































Twenty-foot Equivalent Units の略で、20 feet コンテナで何個のコンテナを載せた船が入港で
きるのかを示したものである。コンテナの種類もいろいろあるとは思われるが、国際規格の主
なコンテナは、正方形に近い小さいものが 20 feet で、長いコンテナは 40 feet である。つまり、
20 feet と 40 feet のコンテナがメジャーであるから、40 feet コンテナ１個は、2TEU というこ
とになる。例えばレムチャバン港は 3,000～7,000 TEU であるから、20 feet コンテナを 3,000
個から 7,000 個運べる船が入港できるということ意味で、水深も 14.0～16.5m とほかの港と比







でみると 100TEU から 500TEU であるから、バージ船といういかだのような船に載せている
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のが現状である。こうした河川港は、例えばバンコクのクロントイ港、ミャンマーのヤンゴン
港やティラワ港、ベトナムのハイフォン港などが挙げられる。ハイフォン港は 2,000 TEU と書




 バース総延長 水深 載貨トン数（DWT)  TEU（推定）
クロントイ  7,688m 8.23m 12,000  500～800
レームチャバン  3,665m＋ 14.0～16.5m 40,000～120,000  3,000～7,000
シハヌークビル  1,583m    
プノンペン  633m 3.0～6.5m 2,000～5,000  100-500 
ヤンゴン  3,030m   300-1,000 
ティラワ  1,200m 9.0m 35,000  1,500 
ハイフォン  3,567m 8.4～8.7m 10,000～40,000  500～2,000
カイラン  826m 12.0m 25,000～45,000   
サイゴン川  4,259m 7.3～13.0m 36,000  500～2,000
カトライ  1,189m 12.0m 30,000  2,000 
ティーバイ・カイメップ  2,220m 14.0～15.8m 50,000～110,000  9,000 
ダナン  965m 11.0～12.0m 45,000  2,000 
ダウェー（計画）  7,200m 15.0m   
（出所）http://www.ide.go.jp/English/Publish/Download/Brc/pdf/06_chapter1.pdf をもとに筆者作成。  
 





































































航路の船は非常に規模が大きい。TEU でいくと 6,000 とか 8,000 といった規模になる。ただこ
うした船舶が世界一周を回ろうとすると、パナマ運河に引っ掛かってしまう。パナマ運河はす
ごく狭い。3,500TEU 程度の貨物船であれば、世界一周ができるが、シンガポールや香港から



























 工業団地内外区別 法人税免除期間 機械等輸入関税免除 輸出向け原料輸入免除 
第 1 ｿﾞｰﾝ 団地外  なし 50%減税 4)  1年間(延長可) 
団地内  3年間   50%減税 4)  1年間(延長可) 
第 2 ｿﾞｰﾝ 団地外  3年間 50%減税 4)  1年間(延長可) 
団地内  5-7年間 1) 免税 1年間(延長可) 
第 3 ｿﾞｰﾝ (1)  団地外  8年間 3) 免税 5年間(延長可) 
団地内  8年間 2) 免税 5)  5年間(延長可) 
第 3 ｿﾞｰﾝ (2)  区別なし 8年間 2),3) 免税 5)  5年間(延長可) 
（注）1)  第 2 ｿﾞｰﾝ内の IEAT の工業団地、BOI 認可工業団地入居の場合、7 年間が可能。  
      2) 8 年間の免税期間終了後、5 年間は 50%減税。また、輸送費、電気代、水道代の 2 倍まで、利益が発
生した日から 10 年間、控除することができる。  
      3) インフラの設置、建設費の 25%を、利益が発生した日から 10 年の間に、通常の減価償却に加えて純
利益から控除することができる。  
      4) 輸入関税率が 10%以上の品目に限定される。  























































































































































 プノンペンは港ではあるが、河川港で、先述の通りコンテナを 100 個とか 200 個とか、その
程度しか運ぶことができない。シハヌークビル港はどうかというと、水深は 11m とまずます深
い水準であるが、プノンペンからの距離が 230 km 程離れており、輸送するのに６時間から８
時間を要する。これに対し、プノンペン港で最近利用増の傾向がここ３年程でみられる。それ
は、先述のベトナムのティーバイ・カイメップ港ができたことが非常に大きい。従来は、プノ











































 ビエンチャンは、ラオスの南部から北部を縦断する国道 13 号線が通っている。しかし、南
部に向かう道路も１度ビエンチャンの街から北上し、東に向かった後、南下する。また、北部
に向かう道路は、街の中心部を西に向かい、ワッタイ国際空港のそばを通った後、北上する。




の沿道は輸出向け企業が多い。2010 年はビエンチャンに王国ができて 450 年になるというこ













































































































































り 11 セントだとすると、プノンペンは 16～20 セントする。しかし、バベットでは、ベトナム
の電力を使うことができるため、12 セント程度で済む。また、ホーチミン市の港まで 80km、
ホーチミンのタンソンニャット空港まで 65km であるから、当然シハヌークビル港やプノンペ
ン港を利用するより、越境して直接ホーチミン市の港湾かティーバイ・カイメップ港から輸出
した方が時間もコストも安くなる。これに先述の越境保税通関制度を活用すれば、国境の税関
でこじ開けられることなく、ホーチミン市の港湾まで貨物が運ばれる。もう一つは、外国から
来た企業の担当者が、バベットの工場で平日は過ごし、休日はホーチミンに過ごしたいという
ような場合に双方の国のビザを発給してもらう。これを二重ビザと言う。さらに、カンボジア
は一般特恵関税（GSP）の恩恵を米国や日本、EU などから受けることができるが、その手続
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きもバベットの経済特別区のワン・ストップ・サービスで済ませることができる。 
 したがって、バベットのメリットは、カンボジアの安い賃金労働者を雇い、カンボジアの
GSP の供与を受け、ベトナムの安い電力を使い、かつホーチミンの港湾を活用することができ
る。その意味で、バベットは国境地域の開発拠点としてひとつのモデル・ケースとなる地域で
ある。 
 
13．サバナケット・ルアンナムター 
 サバナケットは、ラオス国内の東西経済回廊である国道９号線とラオスを縦断する国道 13
号線の交差点である。ここには日系物流企業も進出している。サバナケットでは、ビエンチャ
ンなどから国道 13 号線で輸送した貨物をここで降ろして、東西経済回廊上のダナンやタイに
持っていくことが可能である。サバナケットは人口密度がさほど高くないが、最近 SEZ で工業
団地ができ、すでに２件の工場が操業し、その他 20 前後の契約をすでに結んでいるとされる。
今後は、労働力をいかに調達するのかが課題と言えよう。 
 
図 15：サバナケット近郊図 
 
 
（出所）筆者作成。 
 
 なお、東西経済回廊でタイは左側通行と日本と一緒であるが、ラオスとベトナムは右側通行
という問題がある。特にベトナムは右側ハンドル車の通行を認めていない。そうすると、どこ
かでタイのトラックとベトナムのトラックとを積み替えなければいけないが、サバナケットで
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積み替えるという企業があるということである。ただ、2009 年にタイとラオスとベトナムの３
ヵ国で、タイのコンケンとベトナムのダナンに限り、左右のハンドル車を問わずに各国 400 台
を枠に越境できるトラックを認めようということになり、この制度を活用した企業も次第に出
始めている。 
 
図 16：ルアンナムターの概略地図 
ルアンナムター
 
（出所）ADB のウェブサイト地図をベースに筆者作成。 
 
 こうした交差点の可能性があるのがラオスのルアンナムターである。ルアンナムターはラオ
スの国道 13号線を通じてビエンチャンやルアンプラバンなどへのアクセスが可能である一方、
南北経済回廊の沿道上と言うことで、タイ北部や中国・雲南省南部とのアクセス条件もいい。
さらに、ベトナムのハノイからディエンビエンフーに至る国道６号線とのアクセスも将来的に
は有望であり、ベトナム、タイ、中国の道路が集まるため、将来ドライ・ポートを建設するこ
とが可能である。実際に、既に昆明からビエンチャンまでバスが走っている。 
 
14．結び 
 以上、CLMV 諸国を中心にメコン地域の大都市、港湾、国境地域、主要幹線道路の交差点に
おける拠点開発の動きをみてきた。大都市近郊で道路や港湾が整備されると、外国投資が来て、
そこに雇用が生まれ、人口が増えていくことが期待される。しかし、人口の増加と所得水準の
向上、そして工業化により、自動車の数が増え、交通渋滞の問題が発生する。そのための対策
として、バイパスや環状道路の整備をしなければならないが、都市内道路を整備するうえで、
工業団地から空港や港湾、主要幹線道路のアクセスというのが重要な要素であり、他方で産業
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空間と生活空間の棲み分けも必要であることをこれまで論じてきた。他方で、ホーチミンのサ
イゴン川の東岸地域がこれまで未開発であったのが、金融センターをめざして整備されつつあ
ることを考えると、プノンペンのメコン川東岸地域、ヤンゴンのヤンゴン川やバゴー川の対岸
地域はフロンディアであり、今後の環状道路の開発を含め、発展の可能性が高いのではないか
と思われる。また、国境地域が所得の高い国と低い国との間で形成された場合、所得の低い国
の労働力と高い国の電力や港湾のインフラが活用できるため、メコン地域では特有の経済発展
が期待できる。また、主要幹線道路が交わる地域を２例挙げたが、いずれも陸封国ラオスであ
る点も興味深い。これらを含め、各地域拠点が、持続可能な経路で経済発展していくことに期
待したい。 
 
 
 
 
 
